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1．はじめに 

弊社ではセメント製造部門を有しており、セメントの副原料として火力発電所で発生する石炭灰

を受け入れている。カーボンニュートラルによる石炭火力発電所の稼働率は将来的には下がる見込

みであるが、現状では発生する石炭灰を埋め立てやセメント会社にて処理をしている。セメントプラ

ントの安定運転と収益改善のため、新たに石炭灰受入、空送設備を増設する計画が承認・実行された。

図 1 に完成したドーム型サイロと空送設備の全体写真を示す。 

 

 

図 1 石炭灰受入、空送設備 

 

今回紹介する内容は、筆者がプロジェクトマネージャー（PM）として対応した現場溶接に関する

事例となる。具体的には、石炭灰を空送する耐摩耗鋼管の突合せ溶接部において、ルート間隔の不適

切な管理が発生したものである。現地での配管溶接管理において、弊社が指摘した不適切部分と発生

した経緯、最終的な配管溶接部の品質を確保するために実施した対策および今後の歯止めについて

以下に記載する。 

 

2．粉体の配管空送について 

本計画で対象とした石炭灰の空送条件を表 1 に示す。 
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表 1 石炭灰空送条件 

項 目 設計値 

空送対象 石炭灰 

水分 0.1%以下 

嵩密度 0.7 t/m3  

温度 20 ℃ 

摩耗性 有 

空送能力 125 t/h 

空送圧力 150 kPa 

空送配管長 450 m 

 

石炭灰は輸送配管を摩耗させる力が強く、一般的な炭素鋼配管を使用すると短期間で穴あきが発

生する。特に曲がり部は激しく摩耗するため鋳鉄管や炭素鋼にセラミックをライニングした継手が

採用される。そのため直管部は、厚肉の炭素鋼配管や耐摩耗性を向上させた耐摩耗鋼管を採用するこ

とが多い。一方、摩耗対策により硬度を高めた場合、一般的には炭素量が増えるため溶接管理の難易

度が上がる。 

図 2 に石炭灰受入れ、空送フロー図を示す。石炭灰は、内航船あるいはジェットパック（JP）車か

らの配管圧送にてサイロに受入れている。 

 

 
図 2 石炭灰受入れ、空送フロー図 

一方、サイロから次工程設備への移送は、①エアスライド方式と②配管空送方式を検討した。弊社

では①エアスライド方式を多数採用しているが、本案件では②配管空送方式を採用した。これは、増

設サイロから次工程設備までの移送ルートにレイアウト制限が多く、エアスライド方式では支持構

造物（支柱）の設置が困難であることから、配管ルートの工夫により既設へのレイアウトが可能とな

る②配管空送方式を採用することにした。 

図 3 にエアスライド構造図を示す。エアスライドとは輸送室、空気室とキャンバスで構成されるト

ラフ構造の粉体輸送装置である。下部空気室に送り込まれた数 kPa 程度の低圧空気がキャンバスを

通過、粉体を流動化することで傾斜角を持ったトラフ内を粉体が自重により流れていく。 

ドーム型サイロ

JP車

次工程設備

内航船

空送設備

移送用
タンク

【受入れ】
高濃度低速輸送ライン

【移送】
低濃度高速輸送ライン

（STPG370S）

（NK-SL80）
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図 3 エアスライド構造図 

本案件では、表 2 に示すように受入れと移送で異なる配管空送方式を採用している。サイロまでの

受入れでは内航船、JP 車の仕様が確定しており一般的に採用されている高濃度低速輸送が選択され

る。サイロからの移送に関しては輸送能力と距離から、最適な設備構成を検討することが必要とな

る。そのため灰処理設備に関する豊富な実績と知見を有するエンジニアリング会社と協議を行い、低

濃度高速輸送方式を採用することに決定した。採用した方式は輸送速度が 20m/s を超えるため、輸送

速度 10m/s 以下の高濃度低速輸送と比較して配管摩耗が激しいと予想される。その対策として直管

部は炭素鋼配管（STPG）ではなく、耐摩耗鋼管（NK-SL80）を採用している。なお、NK-SL80 は本

案件を発注したエンジニアリング会社の標準仕様である。 

 

表 2 配管空送方式の違い 

適用箇所 空送方式 輸送速度 配管材質 採用 

受入れ 高濃度低速輸送 10 m/s 以下 炭素鋼配管 STPG370S-Sch40 

移送 低濃度高速輸送 20～30 m/s 耐摩耗鋼管 NK-SL80-Sch40 

 

また、移送部の空送ラインは長距離に及ぶため定尺鋼管（5.5m）を現地で突合せ溶接し所定の長さ

に仕上げる必要があり、現場での溶接管理が重要となってくる。採用した NK-SL80 はフェライト・

マルテンサイトの二相組織を有したシームレス鋼管であるが、炭素量が 0.15%であり通常の炭素鋼配

管と同等の予熱不要施工管理が可能となっていることも現場溶接にはメリットとなる。 

なお、エルボは FSGP＋セラミック内貼品とし、直管との接続はフランジとした。 

 

3．移送部空送配管の仕様及び溶接条件 

移送部空送配管の仕様及び溶接条件を表 3 に示す。 
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表 3 移送部空送配管の仕様及び溶接条件 

項 目 仕 様 

配管名称 特殊耐摩耗鋼管 NK-SL80 

化学成分 C≦0.20、Si 1.20～1.60、Mn 1.20～1.60、P≦0.040、S≦0.040 

代表成分 0.15%C-1.5%Si-1.5%Mn-0.015P-0.006S-Fe 

配管仕様 12B（300A）、Sch40（肉厚 10.3mm） 

開先仕様 V 型、開先角度 65°、ルート面 1.6mm、ルート間隔 3mm 

溶接方法 全層 TIG 溶接 

予熱管理 不要 

 

4．不適切な管理箇所 

配管工事について開先検査は請負側に一任していたが、弊社で現場突合せ溶接部の最終層を目視

確認したところ、最終ビード幅が広すぎると直感した。そのため、同ライン上の溶接未施工部分を確

認したところ、目視レベルではあるが開先部のルート間隔が 6～8mm と推定された（高所施工箇所

であり安全のため少し離れた足場上から確認）。開先詳細図は非開示であったため元請会社の現場担

当者に開示を求めたところ、図 4 の配管開先詳細図を提示された。弊社にて目視確認したルート間隔

と元請側提示の開先仕様が一致しておらず確認したところ、開先検査には立会いしておらず、2 次請

負会社にてルート間隔の正確な測定はせず目視による仮付けで施工されていたことが判明した。そ

こで弊社 PM から元請会社 PM に対し、施工管理について元請会社として再発防止策を検討後に現

場施工の再開とすることで合意した。なお、後記するように開先角度は問題無かったことを確認して

いる。 

 

図 4 配管開先詳細 

5．不具合に至った経緯 

本計画では石炭灰の受入れ設備（ドーム型サイロ）を A 社、石炭灰空送設備を B 社に分割発注し

た。空送設備に関しては、重工系エンジニアリング会社への一括発注を採用した。空送設備の発注・

請負形態を図 5 に示す。 
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図 5 石炭灰空送設備発注・請負形態 

 

全体の現場施工・品質管理は元請会社所掌であるが、日々の作業調整確認後の施工管理は 1 次請負

と 2 次請負会社に任せていたことも不具合が発生した原因となっている。また、元請会社の品質保証

部による月 1 回の現場確認では、そもそも配管溶接部の検査は管理項目に入っていなかった。耐摩耗

鋼管でありながら予熱管理が不要であり、一般的な炭素鋼配管と同じ溶接方法の適用が可能である

ため、立会検査が必要との認識が無かった。 

組織的な不具合の要因としては、元請会社の設計・調達・現場管理体制が縦割り化しており、相互

監視が機能していなかった。弊社含めて、プロジェクト全体を通して設計・施工管理できる人材の不

足が根底にある。 

現地施工に関しては、配管は素管を元請会社にて調達、現地搬入し、以降の材料管理・開先施工・

溶接・品質管理は 1 次と 2 次請負会社の担当であった。素管受入時の確認と施工前の開先確認は、発

注者と元請会社にて抜き取りでの立会を実施し問題無いことを確認しており、受入までの不具合は

無かったと考えている。一方、空送配管は大口径（12B）であることから、開先後のルート間隔合わ

せには治工具を利用するものの現場環境は海岸に近く粉塵も発生することから（図 6）、本来は元請

会社にて詳細な現場管理が必要であったが、十分な確認をせずに進めていたことも要因の一つであ

る。 

 
図 6 配管敷設エリア状況 

元請
エンジニアリング会社B

１次
請負会社

２次
請負会社

設計、調達、工事基本計画、現場施工、品質管理

工事詳細計画、現場施工、品質管理

配管施工

発注者（弊社）
株式会社トクヤマ
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また圧送は低圧（150kPa）であることから、溶接部の非破壊検査は施工仕様上求めておらず、気密

検査のみとしたことで溶接部の施工・品質管理が甘くなったことも否めない。溶接品質面では、ルー

ト間隔が広くなることで、溶接変形が大きくなることや溶接欠陥が発生する懸念について元請会社

側の認識が甘かった。コスト面では溶接棒の使用量も増えることで現場経費が膨らむが、一次請負会

社にそこまでのコスト意識が無かった。 

このような複数の要因が重なり、今回のような不適切な開先部の管理が発生したと結論づけられ

る。 

 

6．不適切箇所の是正対策 

発注者（弊社）側 PM から元請側 PM へ、施工管理の強化を書面と口頭にて強く申し入れを行っ

た。溶接施工要領書については、元請会社にて指示した内容が現場にて守られていなかったことが原

因であったことから、現場溶接施工管理の強化を図った。具体的には図 7 に示す再発防止策と判定結

果フローに沿った施工、品質管理を実施した。 

 

 

図 7 再発防止策と判定結果フロー 

 

1）施工済み箇所については、溶接部の健全性を確認するため全数の UT 検査を実施した。結果とし

て、UT 検査による不具合は発見されなかったことから、施工済み箇所については現状での受入

れとした。 

 

2）未施工部分については、元請側にてルート間隔を含めた開先形状と仮付け確認を全数実施すると

した（図 8）。弊社は抜き取りでの立会とすることで、現場に緊張感を持たせた。 

 

全数UT検査施工済み箇所 検査結果
Yes

No（未施工箇所）

再施工開始フロー

現状で受入

全数開先、仮付け検査

検査結果
不合格

合格

・元請：全数立会
・弊社：抜き取り立会

初層溶接

全数PT検査

検査結果
不合格

合格

・元請：全数立会
・弊社：全数立会

最終層溶接

全数PT検査

検査結果
不合格

合格

・元請：全数立会
・弊社：全数立会

次層溶接 気密検査

検査結果
不合格

合格

施工完了

・元請：全数立会
・弊社：全数立会

全数合格
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図 8 配管開先部の固定ジグ 

3）現場は粉塵あり、海風ありと溶接に悪影響を及ぼす環境のため、初層溶接後に全数 PT 検査を実

施とし、弊社も全数立会で確認とした（図 9、図 10）。なお、確認時には若手エンジニアを同行さ

せ溶接部の管理方法について OJT も実施することで、エンジニアリング力の向上を図った。 

 

 
図 9 配管溶接部の立会検査状況 

 

 
図 10 初層溶接部の浸透探傷試験 
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4）最終層 PT 検査も必須とし検査箇所は抜き取りで許可としたが、元請会社からの申し出により全

数 PT 検査を実施し全数立会を実施した（表 4）。 

表 4 配管溶接開先 検査記録 

 

 

5）ライン完成後の総合気密試験では、溶接部からの漏洩は確認されなかったことから合格とした。 

 

7．今後の課題と歯止め 

1）現場品質管理の難易度が高くなる溶接作業が発生する場合（大口径配管、発塵雰囲気など）、事前

に設計部門から開先形状含めた条件を提示させる。一般的には施工図レベルの図面開示はされな

いため、今回発生した内容を資料としてまとめ、同様な作業が発生する場合に提出根拠資料とす

る。 

2）大口径配管の仮付けジグ、施工方法の要領書を提出させ事前に十分な確認を行う。特に垂直配管

の場合、サポート位置も最初から検討することで、適切なルート間隔が簡便に保持できるような

設計面での考慮も必須である。 

3）大口径配管の現場溶接が発生する場合の開先部確認の重要性を元請、発注者の両社が認識する。

そのため、元請会社の品質保証部門（開先検査に精通した人材）による検査の実施を当初から要

請する。現場施工を担当する請負会社に施工技量が備わっていると判断されれば、2 回目以降は

抜き取り検査により元請会社の負担を軽減することも可能である。 

4）大手エンジニアリング会社へ発注の場合も、ポイントとなる箇所では溶接管理技術者の立会が必

須である。エンジニアリング会社にも溶接管理技術者は在席しているが、発注者から要求しない

限りそこまでの管理は不要との考えがある。キックオフ会議や現地作業開始前の打合せにて、今

回の事例を引き合いに出し現場常駐あるいは適切なタイミングでの現地出張、品質管理の重要性

を両社で合意し必要な人材の手当てを行う。 

5）現場目視にて、開先形状含めた溶接部の不具合が直感で分かる感性のある若手の育成を行う。社

内啓蒙を行い、WES 溶接管理技術者試験の受験を推奨する。 

6）反省点として、先行して施工した小径配管にて溶接部品質の不良を発見していた。元請会社の現

場担当には品質面での是正を口頭で指示したが、元請本社の設計・調達・品質部門に伝わってい

なかったため、大口径配管への水平展開が出来ていなかった。何事も最初が肝心である。 

 

8．おわりに 

総合化学メーカーに勤務するインハウスエンジニアとして、現場で発生した不具合と対策につい
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て紹介させていただいた。本事例が現場溶接に携われている溶接管理技術者のみなさまのご参考に

なれば幸いです。 
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